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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第134期
第１四半期
連結累計期間

第135期
第１四半期
連結累計期間

第134期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （百万円） 10,512 10,552 44,522

経常利益 （百万円） 377 359 3,027

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 187 306 1,991

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △308 332 2,099

純資産額 （百万円） 38,286 40,841 40,614

総資産額 （百万円） 53,946 56,142 55,585

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 6.21 10.19 66.11

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.93 72.70 73.02

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、政府による経済政策を背景に企業収益は堅調に推移し、雇用環境や個

人消費は緩やかな回復基調で推移しましたが、米国の経済政策や欧州の政治情勢など世界経済の不確実性もあり、先

行きは依然として不透明な状況が続いています。

このような情勢のなかで当社グループは、基盤となるバス事業を中心に更なる安全性の向上及びお客様視点による

サービスづくりに努めるとともに、積極的に新たな事業展開を行い、中長期的な収益力の向上を目指しております。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は前年同期比39百万円(0.4％)増の10,552百万円、営業利益は前

年同期比22百万円(△6.9％)減の297百万円、経常利益は前年同期比18百万円(△4.8％)減の359百万円となりました。

また、親会社株主に帰属する四半期純利益は固定資産売却益を計上したこと等により前年同期と比べ119百万円

(63.9％)増の306百万円となりました。

 

セグメントの業績は次の通りであります。売上高、営業利益はセグメント間の内部売上高又は振替高控除前の金額

であります。

 

① 自動車運送

乗合バス部門におきましては、一般路線バスでは現金収入が減少したものの、三宮を起点とする路線の増便を実施

したことに加え、ICカード利用者が増加したこと等により増収となりました。高速乗合バスは明石市・神戸市西区～

三宮線や三宮～USJ線が好調に推移したこと等により増収となりました。また、平成29年３月より２階建てオープン

バスを使用した神戸市内定期観光バス「スカイバス神戸」の運行を開始し、観光需要の取り込みに注力いたしまし

た。タクシー部門は乗務員不足による稼働率の低下により減収となりました。以上の結果、売上高は前年同期比２百

万円(0.1％)増の4,695百万円となりましたが、営業損益は燃料費の増加等により前年同期に比べ89百万円悪化し、

187百万円の営業損失となりました。

 

② 車両物販・整備

車両物販部門におきましては、自動車販売が増加したことに加え、大型車両ブレーキ部品やリビルトエンジンの販

売が好調に推移したことにより増収となりました。自動車整備部門はバス搭載機器の取付等が増加したものの、鈑金

修理等が減少したことにより前年同期並に推移いたしました。以上の結果、売上高は前年同期比20百万円(1.1％)増

の1,906百万円となりましたが、営業利益は人件費の増加等により前年同期比８百万円(△10.0％)減の79百万円とな

りました。

 

③ 業務受託

車両管理部門におきましては、新規顧客の獲得や既存顧客からの受注増等により増収となりました。経営受託部門

は指定管理施設の新規契約に加え、既存施設の管理・運営範囲の拡大により増収となりました。以上の結果、売上高

は前年同期比69百万円(9.0％)増の844百万円となりましたが、営業利益は人件費の増加等により前年同期比10百万円

(△19.0％)減の44百万円となりました。

 

④ 不動産

賃貸部門におきましては、姫路駅前オフィスビル「姫路ターミナルスクエア」や姫路駅前商業ビル「キュエル姫

路」等の賃貸施設が高稼働を維持したこと等により堅調に推移いたしました。住宅部門はリフォーム件数は増加した

ものの、分譲地販売区画数が減少したこと等により減収となりました。建設部門は大口の店舗新装工事の売上を計上

した前年同期と比べ減収となりました。以上の結果、売上高は前年同期比95百万円(△11.3％)減の751百万円、営業

利益は前年同期比20百万円(△6.2％)減の312百万円となりました。
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⑤ レジャーサービス

サービスエリア部門は、ゴールデンウィーク期間中の利用者が増加したことに加え、西宮名塩サービスエリアの物

販が好調に推移したこと等により増収となりました。飲食部門は前期において積極的に新規出店を行ったことにより

増収となりました。食品製造販売部門は、不採算店舗からは撤退する一方で、一部の既存店舗のリニューアルを行

い、収益性の向上に努めました。ツタヤFC部門は平成29年２月に出店した「TSUTAYA姫路飾磨店」が増収に寄与しま

した。以上の結果、売上高は前年同期比39百万円(△2.4％)減の1,559百万円となりましたが、営業損益は飲食部門に

おける新規出店費用を計上した前年同期に比べ87百万円改善しましたものの、20百万円の営業損失となりました。

 

⑥ 旅行貸切

旅行部門におきましては、手配旅行は前年同期並に推移しましたが、募集型企画旅行は専用車両「LIMON」を利用

した訪日旅行の取扱増等により増収となりました。貸切バス部門は一稼働当たりの収入減及び稼働数減により減収と

なりました。以上の結果、売上高は前年同期比８百万円(0.8％)増の1,052百万円となりましたが、営業利益は燃料費

及び宣伝広告費等の増加により前年同期比11百万円(△15.0％)減の64百万円となりました。

 

⑦ その他

清掃・警備部門におきましては、姫路駅前キャッスルガーデンの設備管理業務の新規受注等により増収となりまし

た。広告部門はJR姫路駅コンコースでのデジタルサイネージ広告の販売が好調に推移したことに加え、ラッピングバ

スの受注増等により増収となりました。以上の結果、売上高は前年同期比９百万円(2.0％)増の472百万円、営業損益

は６百万円の営業利益（前年同期は22百万円の営業損失）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉

を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上させていくことを可

能とする者である必要があると考えております。

　当社は、特定株主グループによる当社経営への関与は、当社の企業価値を毀損するものではなく、それが当社の

企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上につながるものであれば何ら否定するものではありません。

　しかしながら、大規模買付者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのはもちろんのこと、下記２．（1）の

「当社の企業価値の源泉」を十分に理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上させることを可能とする者で

なければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は損なわれることになります。

　近時の資本市場においては、新しい法制度の整備や企業構造・企業文化の変化等を背景として、対象となる上場企

業の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、突如として対象会社に影響力を行使しうる程度の大規模

な株券等の買付行為等を強行するといった事態も生じています。今後もこうした大規模な株券等の買付行為等が行わ

れることが十分に想定されます。

このようなリスクを認識しつつ、何ら対応策を講じないまま企業経営を行い、特定株主グループの議決権割合が

20％以上となることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上

となる当社株券等の買付行為（以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大

規模買付者」といいます。）の提案がなされた場合、目先の株価の維持・上昇を目的とした経営判断を求められかね

ません。中長期的な視点から、企業価値向上に集中して取り組み、大規模買付行為の提案の是非を判断するために

は、特段当社に対する大規模買付行為の提案がなされていない時点において予め、そうした提案への対応策を導入し

ておくことが必要であると判断しております。

このように、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資することのない大規模買付者は、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行為に対しては、当社

は、必要かつ相当な対抗措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図ることが

必要であると考えます。
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２．当社の基本方針の実現に資する特別な取組み

（1）当社の企業価値の源泉

当社は、公共性の極めて高いバス事業を中核事業として営んでおり、地域に密着した企業としての役割の重要性

をも認識した上で、「地域共栄・未来創成」という企業理念のもと、企業価値の増大と社会的責任を果たすことを

経営における基本方針としております。また、この基本方針の実現を通じて、株主共同の利益の確保・向上を図る

ことを目指しております。

　当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上のために、①積極的な増収・増益策の実施、②コスト管理

の強化、③経営資源の有効活用を推進し、かつＣＳＲ（企業の社会的責任）を果たすために、⒜法令順守（コンプ

ライアンス）、⒝危機管理、⒞雇用維持、⒟ＣＤ（顧客感動）、⒠環境対策及び社会福祉対策を推進することにつ

いて、日々努力を重ねております。

　具体的には、①生活路線の可能な限りの維持を基本とするも、効率化を図るための不採算路線の整理・縮小と採

算の見込める路線への輸送力シフト、②不採算地域一括での分社化、管理の委託化、コミュニティバス体系化の推

進、③高速バス路線の拡大、ニュータウン線の拡充、神戸中心地への短絡ルート線の充実、公営バスからの路線譲

受け・管理受託、④適正な賃金レベル・労働条件の維持、⑤ＣＳ（顧客満足）から更に進んだＣＤ（顧客感動）の

実現、車両及び搭載機器の更新、⑥バスロケーションシステムとドライブレコーダー導入による利便性確保と緊急

時対応を進めております。また、当社グループにおけるバス事業以外のその他の事業については、飲食、レ

ジャー、不動産賃貸、建売分譲等、生活関連事業を中心としたサービス事業への積極的展開と、自動車整備等、自

動車関連事業の堅実な展開を目指しております。具体的には⒜サービス事業でのＦＣ加盟による新規分野への進

出、Ｍ＆Ａや産官学連携による事業領域の拡大、⒝収益物件取得による安定収益確保及び⒞自治体等の施設の運営

受託又は施設譲受けを進めております。

　以上を骨子とした諸施策の実施とともに、バス輸送をはじめ商品・サービスの安全性確保のために管理の徹底を

図っております。当社は売上高及び経常利益の増大、事業の選択と集中、及び不要不急の資産の売却・活用による

借入額の軽減等を通じ、公共性の強い当社の事業展開と経営基盤の安定強化を図ることで、当社の企業価値の向上

ひいては株主共同の利益の確保・向上に努めてまいります。

　当社を中核とする神姫バスグループが、その経営理念とバス事業者としての公共的使命及びこれらを背景とする

ビジョンに基づき企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図るためには、中核事業であるバス事業の健全

経営によって生み出される信用とその知名度を生かして、地域との深い関わりを基盤とした事業展開を推進し、既

存事業の周辺事業・派生事業を中心に事業の多角化を図ることが必要不可欠と考えます。今後もこの方針を継続

し、事業ポートフォリオを拡充させていくことで、外的な要因によって経営に不安定要素が生じるリスクを分散さ

せることを目指しております。また、当社の事業計画は、平成７年度から開始した３年単位の中期経営計画によっ

て遂行されており、特に当社の中核事業であるバス事業においては、公共交通機関としての重要な要素である「安

全性」に裏打ちされた、公共性と経済性の双方のバランスのとれた経営が必要であり、これらこそが企業価値の源

泉であると考えております。

（2）コーポレートガバナンスの強化

　当社は、当社の企業価値の向上のために、コーポレートガバナンスの強化を図っております。

　具体的には、平成18年６月29日開催の第123回定時株主総会（以下、「第123回定時株主総会」といいます。）に

おいて、取締役の任期を１年に短縮する定款変更を行っており、これにより、取締役の経営責任の明確化を図って

おります。また、当社の取締役10名のうち、２名については独立性を有する社外取締役としており、いずれも独立

役員として東京証券取引所に届出ております。

　更に、当社は、監査役会を設置しておりますが、平成19年６月28日より、従来の常勤監査役１名及び社外監査役

２名の計３名体制から、社外監査役を１名増員し、常勤監査役１名及び社外監査役３名の計４名体制に変更し、監

査機能の強化を図っております。なお、社外監査役３名についても独立役員として東京証券取引所に届出ておりま

す。

　このように、当社は、コーポレートガバナンスの強化を図ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益の確保・向上に努めております。

 

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

当社取締役会は、当社が上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、大規模買付行為に応じて当社株式

の売却を行うか否かは、基本的に株主の皆様のご判断に委ねられるべきものであり、大規模買付行為に対する対抗

措置の発動そのものについても株主の皆様に直接的にご判断いただくことが望ましいと考えております。

　しかしながら、大規模買付者による大規模買付行為、とりわけ限られた時間内で買付行為に応じるか否かを判断

することが求められる公開買付けが行われた場合には、他の株主の皆様が当該公開買付けに応じるか否か明らかで

ない状況下において、公開買付けの内容には満足できないものの、応募しないと公開買付けが成立してしまい、売

却の機会を失ってしまうという不安感から、株主の皆様が不本意な形で大規模買付行為に応じて保有する株式を売

却せざるを得ないという、株式の売却を事実上強要される事態も想定されます。
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　このため、当社取締役会の同意を得ることなく公開買付けによる大規模買付行為が行われる場合に、①株主の皆

様が大規模買付者による当該大規模買付行為に賛同するか否かについて、十分な時間をかけて検討し、その判断を

株主総会という株式会社の基本的な意思決定の場において表明する機会を確保すること、及び②当社取締役会とし

ても、株主の皆様が、その判断を下すにあたって大規模買付者及び大規模買付行為に関して十分な情報等を得られ

るように努力することが、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために重要であると考えております。

　更に、当社取締役会といたしましては、昨今の市場における大規模買付行為の実態を考えますと、公開買付け以

外の方法によって当社株券等の買付行為が行われる場合であっても、大規模買付者に対し、大規模買付行為を行う

にあたり、当社取締役会の同意を得ることを求めることとし、当社取締役会の事前の同意なく行われた大規模買付

行為に対しては、一定の対抗措置を採る必要があると考えております。また、当社取締役会としては、株主共同の

利益を守るために、大規模買付者により行われる大規模買付行為に関して十分な情報等の取得に努め、これらの情

報を株主の皆様にご提供することを通じて、大規模買付行為に応じるか否かを株主の皆様にご判断いただくことに

役立てるよう努力することが必要であると考えております。

　そこで、当社は、第123回定時株主総会において、大規模買付行為への対応方針（以下、「当初対応方針」といい

ます。）を導入し、その後、平成21年６月26日開催の第126回定時株主総会（以下、「第126回定時株主総会」とい

います。）及び平成24年６月28日開催の第129回定時株主総会（以下、「第129回定時株主総会」といいます。）に

おいて、「買収防衛策一部変更・継続の件」をご承認いただき、当初対応方針の内容を一部変更いたしました（以

下、第129回定時株主総会決議による継続後の当該対応方針を「旧対応方針」といいます。）。

　旧対応方針の有効期間は、平成27年６月26日開催の当社定時株主総会（以下、「第132回定時株主総会」といいま

す。）までとなっておりましたが、当社は、当社の基本方針の実現に資する特別な取組みの一部変更、大規模買付

者が大規模買付ルール（以下において定める内容を指します。）を順守しない場合であっても、対抗措置を発動し

ない場合を明確化したほか、旧対応方針の表現及び字句等を一部変更の上、当社株式に対する大規模買付行為への

対応方針を継続する議案を第132回定時株主総会にお諮りし、ご承認いただきました（以下、変更後の当該対応方針

を「本対応方針」といいます。）。

これにより、当社取締役会は、今後も大規模買付者に対して、本対応方針に定めた大規模買付ルールに従って買

付けを行うことを求めることといたしました。

　大規模買付ルールの具体的な内容は、以下の通りであります。

　①大規模買付者が、当社取締役会の事前の同意を得ずに公開買付けを実施する場合は、公開買付期間を法令上の

最長期間である60営業日に設定すること。

　②大規模買付者が、公開買付け以外の方法で当社株券等を取得しようとする場合又は結果として当社株券等を取

得することとなる場合には、事前に当社取締役会の同意を得ること。

　また、当社取締役会としては、大規模買付行為が行われる場合、大規模買付ルールの順守の有無にかかわらず、

大規模買付者から大規模買付者及び大規模買付行為に関する情報の取得に努め（以下、取得する情報を「大規模買

付情報」といいます。）、取得した当該情報を株主の皆様にご提供した上で、大規模買付行為の妥当性をご判断い

ただけるように努力いたします。

　また、当社取締役会は、その意見及び代替案の検討のために、弁護士、公認会計士又は学識経験者等の公正な外

部専門家（以下、これらの外部専門家を総称して「外部専門家」といいます。）の意見・助言等を得るように努め

るものとします。

　特に、大規模買付ルール①に従って、当社取締役会の同意のない公開買付けにより行われる大規模買付行為の場

合には、当社取締役会は、株主の皆様への情報提供として、大規模買付者から株主総会開催日の概ね30日前までに

受領した大規模買付情報については、株主の皆様のご判断の参考としていただくため、株主総会招集通知とともに

送付させていただくこととします（但し、当社取締役会において、株主総会招集通知に同封して発送することが、

時間的、又は取得した大規模買付情報の量から困難であると判断した場合には、当社ウェブサイト

（http://www.shinkibus.co.jp/index.html）にて、当該大規模買付情報を開示する場合があります。）。また、株

主総会開催日の概ね30日前を経過後に提供された大規模買付情報については、随時、当社ウェブサイトにて開示す

ることといたします。

　当社取締役会としては、大規模買付情報の取得及び大規模買付者との交渉等に努め、また、外部専門家の意見、

助言等も参考にした上で、取得した情報等に基づいて可能な範囲内において、取締役会としての意見及び代替案等

を株主の皆様にご提示します。

　特に、大規模買付ルールが順守され、当社株主総会が開催される場合には、株主総会開催日までに、取締役会と

しての意見及び代替案等を株主の皆様にご提示いたします。

　なお、大規模買付者からの大規模買付情報の提供の有無、提供された大規模買付情報の十分性自体等は、大規模

買付行為に対する対抗措置の発動の要否の判断に影響するものではありません。例えば、公開買付けにより行われ

る大規模買付行為の場合は、大規模買付ルール①に従って、公開買付けが実施された場合には、当社株主総会の判

断に基づいて対抗措置の発動の要否が判断されることになり、提供された大規模買付情報が不十分であるとの理由

に基づいて当社取締役会の判断のみによって対抗措置を発動するといった、当社取締役会による裁量的な判断等は

一切排除されることになります。
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　大規模買付者が大規模買付ルール①を順守した場合、当社取締役会は、公開買付期間満了前に株主総会を開催

し、当社取締役会は、当該株主総会において、大規模買付者及び当社取締役会の承認を得ることなく大規模買付者

から新株予約権を承継した者又はこれらの者が実質的に支配し、これらの者と共同して行動する者として当社取締

役会が認めた者（以下、「大規模買付者等」といいます。）のみ行使することができないという内容の行使条件及

び大規模買付者等以外の者からは、当社取締役会が別途定める一定の日に当社株式１株と引き換えに新株予約権を

取得できる旨の取得条項等が付された新株予約権の無償割当てに関する議案を、決議の対象として上程します。

　大規模買付者が大規模買付ルール②を順守した場合、当社取締役会としては、株主の皆様に対して、それまでに

受領した大規模買付情報を提供するほか、外部専門家の意見、助言等を得て、かかる意見、助言等も参考にした上

で、当社取締役会としての意見及び代替案等をご提示いたしますが、当該大規模買付行為に対する対抗措置の発動

は行いません。

これに対し、大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合、当社取締役会は、当社の企業価値を著しく毀

損しない買付行為であり、対抗措置の発動が必要でない又は相当でない場合を除き、一定の基準日を設定した上

で、対抗措置として新株予約権の無償割当ての決議を行います。

 

４．上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

（1）基本方針の実現に資する特別な取組みについて

上記２.の「当社の基本方針の実現に資する特別な取組み」については、当社の企業価値の向上ひいては株主共同

の利益の確保・向上のための取組みであり、基本方針の実現に沿うものであります。

従って、当該取組みは当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目的とするもので

はありません。

（2）基本方針に照らして不適切な支配の防止のための具体的な取組みについて

ア　当該取組みが基本方針に沿うものであること

本対応方針は、当社取締役会の同意を得ることなく公開買付けによる大規模買付行為が行われる場合に、①株主

の皆様がその是非について十分な時間をかけて検討し、その判断を株主総会の場において表明する機会を確保する

こと、及び②当社取締役会としても、株主の皆様が、その判断を下すにあたって大規模買付者及び大規模買付行為

に関して十分な情報等を得られるように努力するものであります。また、本対応方針は、公開買付け以外の方法に

よって大規模買付行為が行われる場合であっても、大規模買付者に対し、当社取締役会の同意を得ることを求め、

当社取締役会の事前の同意なく行われた大規模買付行為に対しては、外部専門家の意見・助言等も参考にした上

で、一定の対抗措置を採ることとしており、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図ることを目指して

おり、基本方針に沿うものであります。

イ　当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的と

するものではないこと

本対応方針は、①第123回定時株主総会において、買収防衛策に係る定款変更案及び当初対応方針の導入自体に

ついて株主の皆様からご承認いただいた後、第126回定時株主総会、第129回定時株主総会及び第132回定時株主総

会において、当初対応方針又は旧対応方針を一部変更の上で継続することについて、株主の皆様からご承認をいた

だいており、今後も本対応方針を一部変更、継続する場合には、定時株主総会において株主の皆様からご承認いた

だくことを条件としていること、②大規模買付ルール①に従った公開買付けによる大規模買付行為が行われた場合

には、公開買付期間の満了前までに株主総会を開催し、本対応方針に基づいた対抗策を発動するか否かにつき直接

的に株主の皆様にご判断いただくこととなっていること、③本対応方針の有効期間を平成30年に開催する当社の定

時株主総会までとし、本対応方針の継続について、改めて株主の皆様のご判断を仰ぐこと、④当社定款第41条（定

款変更により条数が変更された場合には同条項に相当する条項とします。）に基づいて、当社取締役会は、いつで

も本対応方針を廃止することができること、⑤第123回定時株主総会において取締役の任期を１年とする定款変更

議案を株主の皆様にご承認いただいており、取締役の選任を通じて株主の皆様の意向をより直接的に反映すること

から、株主の皆様の意思をより反映する仕組みとなっております。

　また、本対応方針は、客観的かつシンプルな大規模買付ルールを設定していることに加え、大規模買付者に対し

て対抗措置が発動されない場合についても、客観的な基準が設定されており、取締役会の恣意性を排除する措置が

なされているといえます。

更に、本対応方針は、毎年株主の皆様により選任される取締役によって構成される当社取締役会において、随

時、本対応方針の継続又は改廃の決議を行うことができ、デッドハンド型買収防衛策又はスロー・ハンド型買収防

衛策のいずれでもありません。

また、本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日付けで公表した「企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」において定められた①企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則の三原則を完全に充足し、加えて、東京証券

取引所の有価証券上場規程第440条（買収防衛策の導入に係る遵守事項）の趣旨に合致したものです。更に、本対

応方針は、企業価値研究会が平成20年６月30日付けで公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り

方」の趣旨を踏まえた内容になっております。
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以上の理由により、当社取締役会は、上記３．の「基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業

の方針の決定が支配されることを防止するための取組み」について、当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益

を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 110,000,000

計 110,000,000

　（注）平成29年６月29日開催の第134回定時株主総会において、当社普通株式について５株を１株の割合で併合する

旨、及び株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数を110,000,000株から

22,000,000株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,860,000 30,860,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 30,860,000 30,860,000 － －

　（注）平成29年６月29日開催の第134回定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもっ

て、単元株式数を1,000株から100株に変更する旨の定款変更が承認可決されました。

なお、株式併合後の発行済株式総数は、24,688,000株減少し、6,172,000株となります。

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 30,860,000 － 3,140 － 2,235

　（注）平成29年６月29日開催の第134回定時株主総会において、株式併合に係る議案が承認可決されております。これ

により、株式併合の効力発生日(平成29年10月１日）をもって、発行済株式総数は6,172,000株となります。

 

（6）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

（平成29年６月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式 736,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 　普通株式 29,751,000 29,751 同上

単元未満株式 　普通株式 373,000 － －

発行済株式総数 30,860,000 － －

総株主の議決権 － 29,751 －

　（注）「単元未満株式」の中には、当社保有の自己株式が次の通り含まれております。

自己株式 731株

 

②【自己株式等】

（平成29年６月30日現在）
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

神姫バス株式会社
兵庫県姫路市西駅

前町１番地
736,000 － 736,000 2.39

計 － 736,000 － 736,000 2.39

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

神姫バス株式会社(E04160)

四半期報告書

10/20



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,489 8,292

受取手形及び売掛金 4,845 3,090

有価証券 50 101

商品及び製品 530 550

仕掛品 27 127

原材料及び貯蔵品 123 109

分譲土地建物 403 405

その他 964 937

貸倒引当金 △12 △11

流動資産合計 12,422 13,603

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 26,678 26,336

減価償却累計額 △15,818 △15,712

建物及び構築物（純額） 10,860 10,623

機械装置及び工具器具備品 2,963 2,956

減価償却累計額 △2,144 △2,159

機械装置及び工具器具備品（純額） 818 796

車両運搬具 14,876 14,885

減価償却累計額 △11,601 △11,894

車両運搬具（純額） 3,274 2,990

土地 18,427 18,466

リース資産 2,770 2,504

減価償却累計額 △1,458 △1,330

リース資産（純額） 1,311 1,174

建設仮勘定 1 6

有形固定資産合計 34,694 34,058

無形固定資産 372 375

投資その他の資産   

投資有価証券 4,593 4,590

退職給付に係る資産 1,389 1,405

その他 2,153 2,148

貸倒引当金 △40 △40

投資その他の資産合計 8,095 8,104

固定資産合計 43,162 42,538

資産合計 55,585 56,142

 

EDINET提出書類

神姫バス株式会社(E04160)

四半期報告書

12/20



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,154 1,130

1年内返済予定の長期借入金 375 325

リース債務 542 493

未払金 3,058 2,401

未払法人税等 533 260

賞与引当金 944 1,743

過年度雑収計上旅行券引当金 17 17

その他 2,178 2,956

流動負債合計 8,804 9,328

固定負債   

長期借入金 683 625

リース債務 958 856

役員退職慰労引当金 145 112

退職給付に係る負債 804 787

その他 3,576 3,589

固定負債合計 6,167 5,972

負債合計 14,971 15,300

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,140 3,140

資本剰余金 2,235 2,235

利益剰余金 33,454 33,655

自己株式 △439 △439

株主資本合計 38,390 38,591

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,824 1,852

退職給付に係る調整累計額 375 373

その他の包括利益累計額合計 2,200 2,226

非支配株主持分 23 23

純資産合計 40,614 40,841

負債純資産合計 55,585 56,142
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 10,512 10,552

売上原価 7,471 7,621

売上総利益 3,041 2,930

販売費及び一般管理費 2,721 2,633

営業利益 319 297

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 29 29

持分法による投資利益 7 5

その他 38 36

営業外収益合計 77 74

営業外費用   

支払利息 3 1

固定資産除却損 12 2

その他 3 8

営業外費用合計 19 12

経常利益 377 359

特別利益   

固定資産売却益 － 150

車両等購入補助金 24 24

特別利益合計 24 174

特別損失   

固定資産圧縮損 23 21

特別損失合計 23 21

税金等調整前四半期純利益 378 513

法人税等 190 206

四半期純利益 187 307

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 187 306
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 187 307

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △498 26

退職給付に係る調整額 0 △2

持分法適用会社に対する持分相当額 1 0

その他の包括利益合計 △496 25

四半期包括利益 △308 332

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △308 332

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて算出しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 681百万円 682百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 75 2.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 105 3.5 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

（注） 平成29年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、創立90周年記念配当１円を含んでおり

ます。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日 至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）
合計

 自動車運送
車両物販・
整備

業務受託 不動産
レジャー

サービス
旅行貸切 計

売上高          

外部顧客への売上高 4,673 1,411 765 667 1,598 1,027 10,144 368 10,512

セグメント間の内部

売上高又は振替高
19 473 8 179 － 16 697 94 792

計 4,692 1,885 774 846 1,598 1,044 10,842 462 11,305

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
△97 87 54 333 △108 75 345 △22 323

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食料品・雑貨・化粧品等の物品

販売、広告代理、清掃・警備、農業等を含んでおります。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 345

「その他」の区分の損失（△） △22

セグメント間取引消去 △3

四半期連結損益計算書の営業利益 319

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日 至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）
合計

 自動車運送
車両物販・
整備

業務受託 不動産
レジャー

サービス
旅行貸切 計

売上高          

外部顧客への売上高 4,644 1,425 836 675 1,559 1,036 10,176 375 10,552

セグメント間の内部

売上高又は振替高
51 480 7 75 － 16 631 97 729

計 4,695 1,906 844 751 1,559 1,052 10,808 472 11,281

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
△187 79 44 312 △20 64 293 6 299

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食料品・雑貨・化粧品等の物品

販売、広告代理、清掃・警備、農業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 293

「その他」の区分の利益 6

セグメント間取引消去 △1

四半期連結損益計算書の営業利益 297
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 6円21銭 10円19銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
187 306

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
187 306

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,128 30,123

　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

神姫バス株式会社(E04160)

四半期報告書

18/20



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

神姫バス株式会社(E04160)

四半期報告書

19/20



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月14日

神姫バス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西野　尚弥　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　美穂　　印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神姫バス株

式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２９年４

月１日から平成２９年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年６月３０日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神姫バス株式会社及び連結子会社の平成２９年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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